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第３部 環境の状況と保全に関して講じた施策 

※第３部では、栃木県環境基本計画（令和３（2021）年度～令和７（2025）年度）に基づき令和７ 

（2025）年度に行った施策について主に記載している。 

第１章 脱炭素社会の構築と気候変動への適応を目指す「とちぎ」 

第１節 温室効果ガスの排出削減 

１ 現状と課題 

平成27（2015）年12月、全ての国が参加する新たな国際枠組みとして「パリ協定」が採択され、

今世紀後半には人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ（排出量と吸収量を均衡させること＝カー

ボンニュートラル）を目指すこととされた。 

この国際的な動きに対応するため、国は、令和２（2020）年10月に「2050年までにカーボンニュ

ートラルの実現を目指すこと」を宣言するとともに、令和３（2021）年４月には、2050年カーボン

ニュートラルと整合的で野心的な目標として、令和12（2030）年度に温室効果ガスを平成25（201

3）年度から46％削減することを目指すこと、さらに、50％の高みに向け挑戦を続けることを表明

した。 

 本県としてもグリーン社会の実現に寄与するため、国の動きに呼応し、同年12月に「2050年カー

ボンニュートラル実現を目指すこと」を宣言するとともに、令和３（2021）年３月に「栃木県気候

変動対策推進計画」を、令和４（2022）年３月に「2050年とちぎカーボンニュートラル実現に向け

たロードマップ」を策定した。ロードマップにおいて、温室効果ガス排出削減の目標として、中期

目標は令和12（2030）年度までに基準年（平成25（2013）年度）比50%削減（997万ｔ-ＣＯ２）、

最終目標は令和32（2050）年度までに温室効果ガス排出量実質ゼロとして設定し、温室効果ガスの

排出量削減に取り組んでいる。 

 

令和５（2023）年度の温室効果ガス排出量は、約1,534万ｔ-ＣＯ２であり、基準年（平成25（2013）年

度）比23.1％減となっている。部門別のＣＯ２排出量割合を全国と比較すると、交通分野の割合が大

きく（図３－１－１）、１世帯あたりの乗用車保有台数が全国５位（令和７（2025）年３月末）とい

う本県の特性が表れている。 

 

図３－１－１ 排出源別におけるＣＯ２排出量の占める割合（令和５（2023）年度） 

 

※全国の割合については、「2024年度の我が国の温室効果ガス排出 

量及び吸収量（環境省）」を元に県が作成 
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 (１) 温室効果ガス排出量の削減目標 

 (２) 本県の温室効果ガス排出状況 
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２ 施策の展開 

ア 工場・事業場における対策 

 (ｱ) 事業者の省ＣＯ２設備の導入促進 

ａ 事業者への普及啓発活動 

中小企業者等の脱炭素の取組を推進するため、レベル（初級・中級・上級）ごとに各取組事

例をまとめた事業者向け脱炭素ガイドブックを活用し、普及啓発活動を実施した。 

また、「業務分野」（第３次産業）に分類される事業者のうち「学校、教育・保育施設」にお

ける脱炭素に向けた効果的な取組事例をまとめたリーフレットを作成し、同業種の経営者向けに

普及啓発活動を実施した。 

ｂ 省ＣＯ２設備の導入への助成 

県内に事業所を有する中小企業者等における温室効果ガス排出削減に資する設備への更新等に

対して、費用の一部を助成した（令和７（2025）年度：47件）。 

 

イ 家庭における対策 

(ｱ) 省エネルギー住宅の普及促進 

   省エネルギー性能を含む「住宅性能表示制度」、「長期優良住宅建築等計画認定制度」及び 

  「低炭素建築物認定制度」の普及・促進により、良好な温熱環境を備えた省エネルギー住宅の普

及拡大を図った。 

(ｲ) ＺＥＨの普及促進 

ａ 地域工務店向けＺＥＨの普及啓発活動 

 ＺＥＨのメリットや国・県の補助制度への理解促進を図るため、地域工務店が商談時に活用で

きるリーフレットを作成した。 

ｂ ＺＥＨの導入への助成 

 県内にＺＥＨを新築する県民に対し、断熱化に要する費用の一部を助成した 

（令和７（2025）年度：200件）。 

ｃ 子育て世帯等によるＺＥＨ水準住宅の新築及び既存住宅の断熱改修に対する助成  

 県内において、ＺＥＨ水準住宅の新築又は既存住宅の断熱改修を実施する子育て世帯等に対

し、断熱化に要する費用の一部を助成した（令和７（2025）年度：895件） 

 

 ウ 交通における対策 

(ｱ) 電動車の普及 

   走行時に自動車から排出される温室効果ガスを削減するため、電動車（ハイブリッド自動車、

電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車）の普及に取り組んだ。 

   ・電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）の導入支援（59台） 

   ・燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入支援（４件） 

   ・公共交通バスのＥＶ化支援（20台） 

   ・イベントを活用した電動車の普及啓発 

   ・ＺＥＶ（ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ）試乗会の開催（２回） 

 (ｲ) 自動車交通需要の調整 

   交通渋滞の解消を図り、環境負荷を低減するため、自家用車とそれ以外の交通手段の賢い使い

分けが可能な交通環境の整備が必要となっている。そのために以下の取組を進めている。 

ａ 交通需要マネジメントの展開 

県と関係市町が策定した各都市圏の総合都市交通計画や地域公共交通計画等に基づき、中心部

でのレンタサイクル（宇都宮市）やコミュニティバスの割引定期券（小山市）など、自動車交通

需要の低減に寄与する交通需要マネジメント施策が展開されている。 

  ｂ 交通渋滞の解消、緩和による自動車交通の円滑化 

道路の拡幅、バイパスの整備、交差点の立体化等により体系的な道路ネットワークの整備を推

 (１) 省エネルギーの取組の推進 
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進し、交通渋滞の解消、緩和によるＣＯ2の排出抑制を行っている。 

(ｳ) 公共交通機関の利用促進 

本県は、自家用車の保有台数や自動車免許保有率が全国上位にあるなど、いわゆる「くるま社

会」となっている。自動車から公共交通への転換をバランスよく図るため、公共交通の利用促進

に向け、以下の取組を進めている。 

  ａ 小学生向け副読本の活用 

バスや鉄道の乗り方や公共交通の役割等を記載した小学生向けの副読本を作成し、公共交通に

関する啓発を行っている。 

ｂ バス・鉄道利用デーの取組 

毎月１日と15日を「バス・鉄道利用デー」と定め、バスや鉄道等の公共交通機関の利用促進を 

  図っている。 

 

ア 総合的な対策 

(ｱ) 再生可能エネルギーの最大限導入 

令和３（2021）年度に実施した賦存量調査の結果を踏まえ、令和32（2050）年度の電力需要

量を全て再生可能エネルギーでまかなうことを目指し、令和12（2030）年度までの再生可能エネ

ルギー導入設備容量と促進策等を具体化した「とちぎ再生可能エネルギーＭＡＸプロジェクトア

クションプラン」に基づき、地域との調和や地域資源の積極的な活用を図った再生可能エネルギ

ーの最大限導入に取り組んでいる。 

(ｲ) 地球温暖化対策推進法に基づく促進区域の設定に関する県基準の策定 

地球温暖化対策推進法に基づき、市町はあらかじめ再生可能エネルギーの導入に適した場

所を「促進区域」として設定するよう努めることとされており、県においては、令和６（202

4）年３月に、「促進区域に含めることが適切でない区域」等の区域分けの基準及び環境保全

への適正な配慮が確保されるよう考慮すべき事項（環境配慮事項）を定めるなど、市町によ

る促進区域の設定を支援している。 

 

 イ 工場・事業場における対策 

 (ｱ) 太陽光発電設備の導入促進 

県内に事業所を有する中小企業者等における自家消費型太陽光発電設備等の導入に対して、費

用の一部を助成した（令和７（2025）年度：50件）。 

 (ｲ) 河川における小水力発電導入の促進 

河川における小水力発電の導入を促進するため、水力発電の計画段階に必要となる河川流量等

の情報を閲覧できる「とちぎ小水力発電！基礎データマップ」を作成し、平成27（2015）年１月

からインターネットで公開している。 

(ｳ) 県営水力発電所の効率的かつ安定的な運営に向けた取組 

    令和７（2025）年度は既設発電所について、定期的な巡視及び点検を実施し、電気の安定供給

に努めた。また、老朽化した発電所の大規模改修を令和５（2023）年度から実施している。 

(ｴ) とちぎふるさと電気の活用 

栃木県内８か所の県営水力発電所の電気を使用したＣＯ２フリーの環境付加価値（プレミアム

価格）を含んだ電気料金メニュー「とちぎふるさと電気」を県内事業者に提供している。その収

益を活用し、令和７（2025）年度は以下の事業等を行った。 

・宇都宮市内を運行する路線バスへの電気バス導入を支援した。 

・修学旅行において、「マイバッグ・マイボトルの使用」等の環境にやさしい取組を実践する

小・中学校等に対し、オリジナルエコバッグや事前学習用のしおりを送付し、取組を促した。

また、学校独自の取組を実施した学校から優秀校を選定し、表彰した。 

 

 

 (２) 再生可能エネルギーの導入拡大 
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 ウ 家庭における対策 

家庭用の自家消費型太陽光発電設備等の導入に対して、費用の一部を助成した 

（令和７（2025）年度：344件）。 

 

ア 県有施設の省エネ化改修事業 

県有施設の省エネ化を推進するため、照明設備のＬＥＤ化改修を実施した。 

・とちぎ男女共同参画センター 外74施設 照明改修（令和７（2025）年度～） 

 

 イ 県有施設への太陽光発電設備の設置 

   ＥＶの普及拡大とあわせて地域のレジリエンス強化を図るため、防災拠点となる県民利用施設

（都市公園）に充放電設備及び太陽光発電設備（ソーラーカーポート）を設置した。 

   ・総合運動公園（令和７（2025）年度） 

 

 ウ 県公用車への電動車率先導入 

公用車に電気自動車（ＥＶ）を６台、ハイブリッド自動車（ＨＶ）を12台導入した。その結

果、県の電動車保有台数は187台となった。 

 

 エ 栃木県環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の推進 

   県の事務事業に関し、環境保全の取組を着実に推進するため、「栃木県環境マネジメントシス

テム」により、全所属において環境負荷の低減に取り組んでいる。 

 

 オ 県庁スマートエネルギーマネジメントシステム 

東日本大震災以降の徹底した省エネルギーの取組の定着を図るため、本庁舎及び地方合同庁舎

10庁舎において、エネルギーマネジメントシステム等によるエネルギーの見える化を実施してい

る。 

 

カ その他の環境保全活動 

令和７（2025）年度も以下の計画等に基づく取組を行った。取組結果は第２部第４章に記載の

とおり。 

・栃木県気候変動対策推進計画【事務事業編】 

   ・栃木県グリーン調達推進方針 

   ・栃木県イベント環境配慮指針 

・栃木県公共事業環境配慮指針 

 

ア 森林整備の推進 

地球温暖化防止に資する森林吸収源対策の着実な推進を目指し、県内の民有林における間伐等

の促進や、利用期を迎えた人工林の皆伐・再造林を進めて森林の若返りを図り、炭素固定量の増

大を図った。 

 

イ 県産出材の利用促進 

二酸化炭素の吸収や炭素貯蔵機能を発揮するため、県産出材を使用した木造住宅等の建設への

支援、木材加工流通施設整備支援による乾燥材・JAS材等の生産拡大、官民一体となった東京圏

や海外への販路拡大など、県産出材の利用促進に取り組んだ。 

 

ウ 公共施設等での木材利用の推進 

木材の持つ炭素の貯蔵効果を発揮するため、「とちぎ木材利用促進方針」に基づき県発注の建

 (３) 県庁における率先的な取組の推進 

 (４) 森林吸収源対策の推進 
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築工事や土木工事等において積極的に県産出材を利用した。 

また、森林環境譲与税を活用して民間施設の木造・木質化を支援した。 

 

 

ア カーボンニュートラル実現に向けた県民・事業者の理解促進 

(ｱ) 「とちぎカーボンニュートラル１５（いちご）アクション県民運動」の推進 

 ａ ｢うちエコ診断｣の推進 

 各家庭のエネルギー使用状況やＣＯ２排出量を「見える化」し、ライフスタイルに合わせた省

エネ・省ＣＯ２対策を提案する環境省の「うちエコ診断」を推進し、県民の脱炭素型ライフスタ

イルへの転換を図るため、令和７（2025）年７月に「栃木県うちエコ診断事務局」を開設し、

診断受診や省エネについて相談できる県民向け相談窓口の設置や協力企業・団体と連携したサ

ポート体制の整備を行った。（診断件数：94件） 

  ｂ 情報発信 

脱炭素行動の経済的メリットや意義の理解促進を図るため、お笑い芸人「カミナリ」を起用

し、「うちエコ診断」を通じて、脱炭素行動によるＣＯ２及び光熱費削減効果等を紹介する動

画を制作した。 

   また、制作した動画を活用し、ＳＮＳやコンビニデジタルサイネージ等において、「１５アク

ション」及び「うちエコ診断」に係る動画広告等の配信を行い、認知度向上や診断受診促進を

図った。 

ｃ ニュートラフレンズの募集 

     県民運動の認知度向上及び脱炭素行動に取り組む機運醸成のため、令和６(2024)年12月か

ら、とちぎカーボンニュートラル１５アクション県民運動協賛企業（愛称：ニュートラフレン

ズ）を募集している。（令和７（2025）年度末時点の登録者数：107者） 

ｄ 環境学習推進事業 

小学校や公民館等を訪問し、小学生等県民を対象に、令和４（2022）年度に制作した小学生

向けデジタル環境学習教材を活用した環境学習講座を実施し、県民の意識向上や取組の促進を

図った（実施回数29回）。 

また、小学生向けデジタル環境学習教材に加え、一般向けのデジタル環境学習教材を制作し

た。  

(ｲ) 優良取組顕彰事業 

カーボンニュートラル実現に関する特に優れた取組を行う県内中小企業者等を「ゼロカーボン

企業」として表彰し、その取組を周知することで、カーボンニュートラルの理解促進・機運醸成

を図った（被表彰者数：５者）。 

 

イ 地球温暖化防止活動推進員及び地球温暖化防止活動推進センター事業との連携 

地球温暖化対策の取組を推進するため、地球温暖化対策推進法第37条の規定に基づき委嘱され

た栃木県地球温暖化防止活動推進員106名（令和８（2026）年４月１日現在）が、県内各地域で

地球温暖化の現状や対策の重要性について普及啓発を行った。令和７（2025）年度には、若年層

への地球温暖化の知識向上及び同世代への情報発信を行うため、学生推進員を設置した。 

また、同法第38条の規定に基づき指定した栃木県地球温暖化防止活動推進センターの自主事業

との連携を図りながら、地球温暖化防止に向けた県民への普及啓発事業を実施した。 

 

ウ 地球温暖化対策計画書制度による対策の推進 

      「栃木県生活環境の保全等に関する条例」に基づき、温室効果ガスの排出量が相当程度多い事

業所に対して地球温暖化対策計画書の作成及び提出を求めることなどにより、地球温暖化防止へ

の自主的な取組を促している。 

 (５) 地球温暖化対策の総合的な推進 
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エ フロン類の排出抑制対策の推進 

(ｱ) オゾン層保護の取組 

   大気中に放出されたフロン類等が、オゾン層を破壊し、人の健康や生態系に重大な影響を及ぼ

すことが懸念されたため、国は、ウィーン条約及びモントリオール議定書の採択に併せて、昭和

63（1988）年には、オゾン層破壊物質の生産や輸出入の規制、排出抑制の努力義務などを取り決

めた「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オゾン層保護法）」を制定した。 

   平成13（2001）年６月には「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する

法律（フロン回収破壊法）」を制定し、業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）及びカーエアコ

ン（第二種特定製品）に含まれる冷媒用フロン類の整備・廃棄時の回収・破壊を規定した。その

後同法を全面改正し「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制

法）」を平成27（2015）年４月１日に施行、第一種特定製品の管理者に対して機器の点検等が規

定された。令和２（2020）年４月から新たにフロン類の回収が確認できない廃棄機器の引取禁止

などが規定された。 

   フロン排出抑制法で規制する物質は、オゾン層破壊物質、地球温暖化物質であるＣＦＣ（クロ

ロフルオロカーボン)、ＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）、地球温暖化物質である

ＨＦＣ(ハイドロフルオロカーボン)の３種類である（参照：第５部データ集 表３－１－１）。 

(ｲ) オゾン層保護対策の推進 

  ａ 業務用冷凍空調機器からのフロン類の充填回収及び適正処理 

   平成13（2001）年12月から業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）のフロン類を回収する「第

一種フロン類回収業者」の登録、平成27（2015）年４月から「第一種フロン類充填回収業者」の

登録を行っている。令和７（2025）年度末現在の登録事業者数は1,621事業者であった。 

   第一種フロン類充填回収業者から報告があった令和７（2025）年度のフロン類の回収量等は、

表３－１－２のとおりであった。 

 

表３－１－２ 第一種特定製品に係るフロン類回収量（令和７（2025）年度） 

(注) １ 適正に処理された量とは、フロン再生業者または破壊業者等により処理された量。 
   ２ 回収量と適正に処理された量の差分については、年度当初又は年度末に保管していた量等である。 

     ３ 端数処理（四捨五入）の関係で、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 

ｂ 第一種特定製品の適正管理義務 

「フロン排出抑制法」の施行により、第一種特定製品の管理者等の各主体に対し、機器の点検

や漏えい防止措置等、機器の適正な使用及び管理が義務付けられた。 

ｃ 自動車からのフロン類の回収 

平成17（2005）年１月から、「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」

に基づき、使用済自動車のカーエアコンからのフロン類の回収等が義務づけられた。 

令和６（2024）年度における県内のフロン類の回収量等（宇都宮市を除く。）は、以下のとお

りである（表３－１－３）。 

 

項 目 

エアコンディショナー
 

冷蔵機器・冷凍機器
 

合計
 

整備 廃棄 整備 廃棄 回収量 
適正に処理 

された量 

ＣＦＣ
    0.6kg 

(    2台) 

 35.6kg 

(    82台) 

     27.0kg 

(    1台) 

43.9kg 

(    132台) 

107.1kg 

(  217台) 

 678.9kg 

 

ＨＣＦＣ
  479.7kg 

(   137台) 

16,728.0kg 

( 3,099台) 

  164.2kg 

(   93台) 

4,342.9kg 

(   628台) 

 21,714.8kg 

( 3,957台) 

20365.0kg 

 

ＨＦＣ
 14,987.3kg 

(  2,378台) 

 43,622.1kg 

(  8,574台) 

  3,487.8kg 

( 1,197台) 

  7,518.6kg 

(  3,970台) 

69,615.8kg 

( 16,119台) 

 69550.1kg 

合 計
 15,467.6kg 

(  2,517台) 

 60,385.7kg 

(  11,755台) 

 3,679.0kg 

(  1,291台) 

 11,905.4kg 

(  4,730台) 

91,437.7kg 

( 20,293台) 

 80231.2kg 
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表３－１―３ 自動車リサイクル法に基づくフロン類回収量等（令和６（2024）年度） 

項   目 
回収量 

(a) 

年度当初 

保管量(b) 

引渡量 

(破壊量)(c) 

再利用量 

(d) 

年度末 

保管量(e) 

ＣＦＣ ３kg 228㎏ ３㎏ ８㎏ 219㎏ 

ＨＦＣ 14,189㎏ 2,883㎏ 14,031㎏ 42㎏ 2,999㎏ 

計 
14,192kg 

(60,931台) 
3,111㎏ 14,034㎏ 50kg 3,218㎏ 

   (注) (a)＋(b)＝(c)＋(d)＋(e)、端数処理（四捨五入）の関係で、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 

ｄ 家電製品からのフロン類の回収 

  平成13（2001）年度から、「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」により特定家

庭用機器（冷蔵庫、エアコンなど）に含まれるフロン類については製造業者が回収することとな

っている。 

ｅ 事業者へのフロン類適正管理の普及啓発 

    県ホームページや関係団体等との連携強化により、業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）の

点検の実施や当該製品の整備・廃棄時におけるフロン類の適正な充填回収行為等に関する普及啓

発を行った。 

ｆ 県の率先的な取組（グリーン調達） 

   「栃木県グリーン調達推進方針」において、県が家電製品等を購入する際には、冷媒等にオゾ

ン層を破壊する物質を使用しない製品を調達することとしている。 

 

第２節 気候変動への適応 

１ 現状と課題 

平成26（2014）年に公表されたＩＰＣＣの第５次評価報告書において、最大限の緩和策を実施し

たとしても、今後も温暖化傾向は続き、その影響は避けられないことが示された。これを受けて国

では、平成30（2018）年11月に閣議決定された「気候変動適応計画」に基づき、国を挙げて適応策

を推進してきた。 

本県においても、農業や自然災害等の分野で温暖化の影響と考えられる事象が現れ始めているこ

とから、令和２（2020）年に設置した「栃木県気候変動適応センター」を中核として、適応策を推

進している。 

引き続き、国立環境研究所や大学等と連携し、気候変動の影響を予測するとともに、その対策に

係る研究を推進し、関係者への周知を図っていく。 

 

現在、顕在化している気候変動の影響による被害を防止・軽減するため、適応策に関する県民の

意識を向上させ、その取組を推進していく必要がある。特に熱中症対策や自然災害などへの備えな

ど、県民が日常から実践できる取組について、市町や関係機関等と連携した普及啓発や大学生との

協働による情報発信に取り組んでいく。 

また、令和６（2024）年４月施行の改正気候変動適応法を踏まえ、引き続き、市町等と連携し、

県民に対する熱中症対策の普及啓発及び熱中症の注意喚起を行っていく。 

気候変動の影響のさらなる拡大が懸念される一方で、気候変動が社会の様々な分野に与える影響

に対応する適応策へのニーズが企業のビジネスチャンスを創出している。 

企業が気候変動適応に取り組むことは、事業の持続可能性を高める上で必要不可欠であることは

 (１) 影響の将来予測とその対応に係る研究の推進 

 (２) 顕在化している影響に対する取組の推進 

 (３) 気候変動対策ビジネス等の推進 
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もとより、顧客や投資家等からの信頼を高め、新たな事業機会を創出するなど、企業の競争力を高

めるためにも重要である。 

県では、気候変動をチャンスと捉えた気候変動対策ビジネス等の促進に向けて、産学官金連携体

制の構築や、新たなビジネス等の創出支援に取り組んでおり、引き続きその取組を推進していく。 

 

２ 施策の展開 

ア 気候変動影響の情報収集・分析受託事業 

栃木県気候変動適応センターを中核に、国立環境研究所等と連携し、「水稲」における気候変

動の影響による将来予測結果及び栃木県版適応策リストを作成し、令和５（2023）年度に公表し

た。 

 

イ 農林水産業における生育診断・予測技術の確立 

水稲及び梨について、気候変動を踏まえた生育予測の精度向上のため、県内（水稲15か所、梨

10か所）の調査圃場の気象データを測定し、生育データとの関係を調査している。 

 

ア 自然災害 

 (ｱ) 防災情報等の提供 

 住民の適切な避難行動を促すため、ＶＲ防災体験車等による災害の疑似体験の提供や、防災啓

発動画の配信、防災イベント等への出展による普及啓発を行うとともに、台風接近時等には危機

管理・防災ポータルサイトやＳＮＳ等で注意喚起を行った。 

 (ｲ) 防災教育の充実と防災訓練への参加促進 

   令和10（2028）年度の供用開始に向け、新防災教育施設の整備を進めるとともに、大学等にお

ける防災についての県政出前講座や高校・大学における消防団が参画した体験的・実践的な防災

教育を実施した。 

   また、防災訓練の実施など自主防災組織の活動活性化に向け、自主防災組織リーダー育成研修

会を開催した。 

(ｳ) 国・県・市町・企業・住民などが一体となって取り組む流域治水対策の推進 

令和３（2021）年度に策定した「栃木県流域治水プロジェクト」を推進し、流域のあらゆる関

係者が協働して取り組む「流域治水」を普及するため、出前講座やリーフレット・動画を活用し

た普及啓発を行った。 

(ｴ) 堤防強化や堆積土除去等による防災・減災対策の推進 

堤防を長時間の洪水に耐える粘り強い構造とするため、巻堤や腹付け盛土等による堤防強化を

行うとともに、河川の流下能力を確保するため堆積土除去を行った。 

(ｵ) 土砂災害による被害を防ぐ砂防施設の整備推進 

土砂災害のおそれのある区域のうち、特に甚大な被害が生じる可能性の高い箇所において優先

的に砂防施設の整備を進めており、平成25（2013）年度から令和７（2025）年度までに54か所の

整備が完了した。 

(ｶ) 斜面崩落等を防止するための道路の防災対策の推進 

   道路利用者の安全・安心を守るとともに、必要な機能を次世代へと継承するため、道路防災点

検における要対策箇所について防災工事を行っている。令和７（2025）年度は17か所で対策が完

了した。 

 

 イ 健康への影響（暑熱） 

熱中症は、暑熱による直接的な影響の一つであり、気候変動との相関が強いと考えられてい

る。このため、気候変動に伴う暑熱関連のリスクについて、引き続き科学的知見の集積に努める

 (１) 影響の将来予測とその対策に係る研究の推進 

 (２) 顕在化している影響に対する取組の推進 
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とともに、気候変動適応センター公式Ｘ等を活用した気象情報及び暑さ指数（ＷＢＧＴ）の提供

や、高齢者を中心に見守り活動を実施している民生委員の活用により、予防・対処法に係る普及

啓発や情報提供等を実施した。 

 

 ウ 農林水産業 

(ｱ) 気候変動に適応した品種等の開発 

近年、夏季の高温や暖冬等の気候変動に伴い、農作物の収量や品質の低下、開花の前進化等、 

影響が顕在化してきていることから、気候変動に適応した品種（水稲、大麦、いちご、梨）や栽 

培技術（トマト、梨、花き等）、飼養管理技術（畜産）の開発に取り組んでいる。 

 

本県の強みを活かした県内産業の成長や地域の持続的な発展に向け、令和３（2021）年７月に産

学官金による「とちぎ気候変動対策連携フォーラム」を設置した。 

令和７（2025）年度は気候変動対策に資する取組やビジネス等の促進を図るため、セミナーを２

回開催するとともに、コーディネーターによる個別相談や情報提供等の支援を実施し、気候変動が

企業の経営に及ぼす影響についての理解及び県内事業者の取組の促進を図った。 

また、気候変動対策に資する新たな取組や製品開発等に対する補助事業を実施し、適応策や適応

ビジネスの創出等を促進した。 

 (３) 気候変動対策ビジネス等の推進 


